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令和 5 年度熊本市放置竹林有効利用推進事業 実施の手引き 

 

1. 事業の主旨（目的） 
 かつて里山は、燃料となる薪や炭、食料、日用品等、集落周辺の人々が営みをする上で様々な必需品をも

たらす、自然と共生するための身近な場所でした。近年、農業形態の変化や燃料需要の変化、都市化の進展

や高齢化など社会構造の変化により里山の維持が困難になってきています。里山を維持していくためには、人

と自然の係わりをもう一度見つめ直し、動植物の生育・生息地であり生物多様性の保全の観点から自然への働

きかけを継続することが必要とされます。つまり、人が手入れをして利用することが望ましく、里山保全活動を展

開する必要性があります。 

 このことから、熊本市内における里山の保全のための、放置竹林対策の取組を面的に拡大させるとともに、地

域として継続されることを目的とし、放置竹林対策の取り組む民間団体の課題対応する支援を実施するととも

に、次年度の放置竹林対策に係る支援内容の提案を行うことを本業務の主旨とする。 

 

 

 

2. 地域活動団体要件 
（1）  ３名以上で構成する団体（森林所有者、地域住民、自治会、法人等）であること。 
（2）  対象の森林が熊本市にあり、500 ㎡以上のまとまりのある里山であること。 
（3）  支援を希望する団体自らで竹の伐採を行うこと。 
（4）  林内での活動に必要な安全装備を備えること。 
（5）  傷害保険に加入すること。 
（6）  林内に立ち入る際には、ヘルメットを必ず着用すること。 
（7）  粉砕処理を行う際、粉砕機までの集材を行える団体であること。 
 

 

 

3. 地域活動団体の役割 
（1）  現に放置竹林において活動を行っており、労働力の不足等により活動のサポートを希望する
団体は、サポート実施後においても継続的に森林の持つ多面的機能の維持・向上のための保

全活動等の実施主体として、里山林の資源を保全・活用することにより、山村の活性化に資する

よう努めるものとする。 
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4. 事業の実施期間 
地域の放置竹林対策に取り組む活動団体へのサポート活動を実施する期間は 10 月から翌年 2 月ま

で。 

（1） 地域活動団体は、サポートを必要とする場合には、申請書を作成し提出して下さい。 
（2） 審査の結果、採択を受けられない場合があります。 
 

5. 活動サポートメニュー 
タイプ別支援活動は下のようになります。 

（1） 竹粉砕林内処理（粉砕機操作員と一緒に粉砕機を貸し出します。集材は地域活動団体の実
施となります。） 

（2） 竹粉砕持出（サポート隊と一緒にチップを林外へ持ちだしやすい所で粉砕処理します。処理
後の運搬については活動団体で行ってください。） 

（3） 竹材持出（トラックに積込める箇所に集積された竹材を活動団体と協働によりトラックへ積込み、
利用箇所（熊本市内に限る）まで運搬するサポートをします。） 

（4） 竹材持出産業廃棄物処理（トラックに積込める箇所に集積された竹材を活動団体と協働により
トラックへ積込み、産業廃棄物処理場へ運搬するまでをサポートします。産業廃棄物の処理費

用は活動団体負担となります。） 

 

6. メニュー別活動サポート内容 
（1） 竹粉砕林内処理 

サポート隊が竹粉砕機の手配及び粉砕機操作労力の提供を行うので、林内に集積してある竹

材の集材を行い、サポート隊との協働により砕処理を実施し、林内へ有機肥料として散布を行う。 

（サポート隊の活動） 

・ 竹粉砕機の手配（事務局との調整）・・・・竹粉砕機は事務局からの貸し出し、自己所有の粉砕
機を持っている場合は、所有の粉砕機を使用（使用料はレンタル料と同額程度を事務局が

負担） 

・ 竹粉砕機搬入のための作業道作設・・・バックホウは必要により事務局からの貸し出し、自己
所有のバックホウを持っている場合は、所有のバックホウを使用（使用料はレンタル料と同額

程度を事務局が負担） 

・ 竹粉砕機、バックホウ等は所定の場所へ取りに行き、返却まで行う（運賃はサポート隊負担） 
・ サポート隊に過失のない機械の損傷については、事務局が補修を行う。ただし、サポート隊
の過失による機械の損傷は、サポート隊が損害を負う事とする。 

・ 業務報告書の作成 
 

（2） 竹粉砕持出 

サポート隊が竹粉砕機の手配及び粉砕機操作労力の提供を行うので林内に集積してある竹材

の集材を行い、サポート隊との協働により粉砕処理を実施し、資源として利活用するため活動団

体自らが林外へ持ち出す。 
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（サポート隊の活動） 

・ 竹粉砕機の手配（事務局との調整）・・・・・・竹粉砕機は事務局からの貸し出し、自己所有の

粉砕機を持っている場合は、所有の粉砕機を使用（使用料はレンタル料と同額を事務局が

負担） 

・ 竹粉砕機搬入のための作業道作設・・・・・・バックホウは必要により事務局からの貸し出し 
・ 竹粉砕機、バックホウ、は所定の場所へ取りに行き、返却まで行う（運賃はサポート隊負担） 
・ サポート隊に過失のない機械の損傷については、事務局が補修を行う。ただし、サポート隊
の過失による機械の損傷は、サポート隊が損害を負う事とする。 

・ 業務報告書の作成 
 

（3） 竹材持出 

サポート隊による労力の提供により、林内に集積してある竹材を林外へ持ち出し、資源として活

用するための、協働によりトラックへの積込み、サポート隊が利用場所までの運搬。（熊本市内に

限る） 

（サポート組織の活動） 

・ 竹の積込み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・活動団体と協働により竹材の積込みを行う 
・ 竹の運搬（事務局との調整）・・・・・・・・・・・・・・竹材の利用場所までの運搬（熊本市内に限る）、
トラックは必要により事務局からの貸し出し 

・ 竹搬出のための作業道作設・・・・・・・・・・・・・バックホウは必要により事務局からの貸し出し 
・ バックホウ、トラックは所定の場所へ取りに行き、返却まで行う（運賃はサポート隊負担） 
・ サポート隊に過失のない機械の損傷については、事務局が補修を行う。ただし、サポート隊
の過失による機械の損傷は、サポート隊が損害を負う事とする。 

・ 業務報告書の作成 
 

（4） 竹材持出産業廃棄物処理 

活動団体自らの労力及びサポート隊との協働により、集積してある竹を、トラックに積込み、サポ

ート隊の運転により産業廃棄物処理場へ搬出し、処理を行う。ただし、廃棄物処理に係る費用は

実費を活動団体で負担する事とする。 

（サポート組織の活動） 

・ 竹の運搬（事務局との調整）・・・・・・・・・・・・・・トラックは必要により事務局からの貸し出し 
・ 竹搬出のための作業道作設・・・・・・・・・・・・・バックホウは必要により事務局からの貸し出し 
・ バックホウ、トラックは所定の場所へ取りに行き、返却まで行う（運賃はサポート隊負担） 
・ サポート隊に過失のない機械の損傷については、事務局が補修を行う。ただし、サポート隊
の過失による機械の損傷は、サポート隊が損害を負う事とする。 

・ 竹材を林外へ持ち出し産業廃棄物処理場へ持ち込むためのトラックへの積込み、運搬。 
・ 業務報告書の作成 
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7. 事業実施の注意事項 
（1） 竹粉砕機等貸出機械の注意点 
  貸出機械の貸し出しについては活動団体の事故防止のため、サポート隊により機械の操作を実施し

ますので、機械のみの貸し出しは行いませんが、サポート隊は以下の事項について遵守し、誠意をもって

借受けする事しています。 

① 法令に違反することがないように使用すること、また免許を必要とするものについては、免許
取得者が操作すること。 

② 貸出機械を本事業以外に使用し、又は他人に転貸し、もしくは使用させないこと。 
③ 事故や怪我に備え、借受者において傷害保険に加入すること。 
④ 貸出機械の使用に際しては、操作方法を遵守し、慎重かつ丁寧に取り扱うとともに、常に安全
に配慮し、万全の対策を講じること。また、作動音や粉砕物等による周辺住環境の影響に配

慮し、近隣住民からの苦情がないようにすること。 

⑤ 貸出機械の負担を考慮し、連続使用を 5時間以上の運転を行わないこと。 
⑥ 貸出機械に故障等異常が認められたとき、又は損傷や事故が発生したときは、直ちに作業を
中止し、事務局へ報告して指示を受けること。 

⑦ 貸出機械の使用により発生した借受者及び他者やそれらの財産に対する損害については借
受者の責任とし、借受者が損害を補償すること。 

⑧ 粉砕機の使用は、竹に付着している土砂等を除去してから処理すること。 
⑨ 借受期間中は、貸出機械が盗難及び雨等による被害を避けるため、適正に管理すること。 
⑩ 貸出機械の使用に要する燃料等の費用は、借受者の負担とする。なお、返却の際は、燃料を
満タンにすること。 

 

（2） 対象森林の地目の確認 
  活動対象地の地目は原則として山林である事、農地の場合非農地証明が必要となり、登記地目

が墓地の場合は、知事等から廃止許可書が必要となるため、地目を確認できる資料の準備が必要

です。例えば、固定資産税課税明細書や登記簿の写し、地籍調査図の地目の記入等となります。

課税明細書については、金額の欄は不要ですので、見えないように写しをして頂ければ結構です。 

 

（3） 活動可能な地目 
①  山林（森林経営計画が策定されていない森林） 
②  原野（現在竹木が生育し、今後も育てるために使われる土地（森林法第 2条）） 
③  雑種地（現在竹木が生育し、今後も育てるために使われる土地（森林法第 2条）） 
④ 農地（非農地証明を受けたもの又は地目を森林へ変更する土地） 

⑤ 墓地（知事等から廃止許可書） 

⑥ 地方公共団体有林（協定書又は利用許可書） 
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8. 申請の手続き 
（1） 申請書等の提出先及び問合せ先 

〒861-8019   熊本県熊本市東区戸島 2丁目 3番 35 号 

 熊本県森林組合連合会 

TEL:096-285-8688    FAX:096-285-8651   E-mail : ino@kumamori.or.jp 

担当者： 井野 道幸 

 

（2） 事業実施前審査 
① 地域活動組織及びサポート隊については、事業実施前に審査を実施し、当該年度における
それぞれの組織を決定し、審査の結果は、審査の終了後、速やかに電子メール若しくは電

話で内報させていただきます。正式な通知文は、事務局から後日郵送いたします。 

② 申請書等に不備等がある場合は、事務局から修正等の依頼をさせていただく場合がありま
す。また、必要に応じて補足資料の提出を求めることがあります。修正や補足資料の提出等

が、審査までに間に合わない場合は、審査に諮ることができませんので、ご承知おき下さい。 

③ 申請頂き、審査での承認通知があっても、本年度事業実施できない場合がありますのでご
了承下さい。 

 

9. 現地調査 
（1） 調査対象 

すべての地域活動団体の活動予定箇所調査及び事業採択されたサポート隊の業務完了箇所

の確認を実施 

① 予定箇所調査については、地域活動団体の代表者の立会 
② 完了箇所確認については、地域活動団体の代表者の立会 
 

（2） 実施時期 
① 予定箇所調査・・・・・・・9 月 
② 完了箇所確認・・・・・・・3 月 
 

（3） 主な調査事項 
① 地域活動団体の予定箇所調査 
(ア) 支援前の状況、竹の伐採等実施した活動内容、 
(イ) 今後の活動予定（維持、管理方法） 

② 地域活動団体の完了箇所確認 
(ア) 支援完了箇所の状況を確認 
(イ) 林内に集積されていた竹材の処理方法 
(ウ) 効果調査の実施結果を確認 
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10. 事業採択評価 
現地調査を踏まえ、活動内容等を照査し地域活動団体ごとに評価点算出し総合点数の高い団体

から、年度予算に応じ事業採択を行う。 

評価点一覧 

活動母体 点 整備効果 点 整備後利用 点 作業難易度 点 支援効果 点 

地元住民（自

治会等） 10 
土砂流出防

止効果 
10 

職業支援等

社会活動に

使用 

10 
非常に容易

に作業可能 
2 

地域のまと

まりが出来

た 

10 

地元住民と地

域外からの有

志 

10 
獣害防止効

果 
8 

地域の開放

園内散策 
8 

容易に作業

可能 
4 

竹林の関心

が深まった 
8 

森林所有者と

地域住民等 
10 

景観の維持

効果 
8 

地域のイベ

ント利用 
8 普通 6 

活動参加者

が増えた 
6 

森林所有者の

み 
8 

タケノコの

生産量増加 
6 

地域景観に

貢献 
6 作業が困難 8 騒音が懸念 -4 

法人と住民協

働 
8 

  
    

作業が非常

に困難 
10 

チップの流

出 
-6 

NPO,森林組合

のみ 
5 

  
        土砂の流出 -6 

林業者、一般

社団法人等の

み 

5 

  

        
地域とのト

ラブル 
-2 

※ 評価点 30 点以上で事業採択 

※ 評価点の高い順に予算額まで採択 

※ 令和４年度の予定団体 15 団体 
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11. 年間スケジュール 
内容 予定時期 備考 

事業説明会 令和 5年 7月 31 日 10：00～ グランメッセ熊本 2 階 中会議室 

事業希望者公募 令和 5年 8月 1日 市の広報紙及びHP 

募集開始（申請受付） 令和 5年 8月 1日～  

応募締切 令和 5年 8月 31 日  

申請書の確認 令和 5年 9月上旬  

現地確認 令和 5年 9月中旬  

審査会 令和 5年 10 月上旬  

事業決定 令和 5年 10 月上旬  

事業実施日程調整 令和 5年 10 月中旬から  

事業実施 令和 5年 11 月 10 月 1 日から  

事業完了 令和 6年 2月 28 日  

現地完了確認 令和 6年 3月上旬  

市へ実績報告書の提出期限 令和 6年 3月中旬  
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様式第１号 

 

放置竹林有効利用推進事業申請書 

 

令和  年  月  日 

 

 （宛先）熊本県森林組合連合会 様 

 

所在地  

申請者     名 称 

    代表者氏名            ㊞  

電話     （   ） 

 

  地域の放置竹林に取組、伐採した竹材の処理が困難であることから、熊本市放置竹林有効利用推進

事業のサポートを受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

1.  地域活動団体の名称   
 

2.  地域活動団体の代表者 
 

3.  地域活動団体の所在地 
 

4.  事務担当者の氏名 
 

5.  日中連絡の取れる電話番号 
 

6.  団体の概要 
別添 

7.  添付書類 
（１） 団体の規約、会則その他団体の概要を確認することができる書類 
（２） 土地使用同意書の写し 
（３） 公図等の放置竹林有効利用推進事業を実施しようとする区域を特定することができる図面 
（４） 現地状況の判るカラー写真（林内、林外） 
（５） （1）から（4）まで掲げるもののほか、事務局が必要と認める書類 
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様式第１号 別添1 

 

地 域 活 動 団体 の 概 要 書 

 

（１）地域活動団体概要 （令和  年  月  日現在） 

団体名  

代表者名  

代表者郵便番号  

代表者住所  

代表者電話番号  

代表者メールアドレス  

団体ホームページ  

会員数  

 

（２）地域活動団体内容 

団体の主な活動場所  

団体の主な年間活動  

放置竹林に対する活動 

活動場所  

活動面積  

希望メニュー ① 竹粉砕機貸出  ②竹粉砕林内処理 
③ 竹粉砕持出     ④竹材持出 
⑤ 竹材持出産業廃棄物処理 

竹の利活用  竹の利活用については、権利を譲渡 

      する  ・  しない 

（3）今後の活動 

事業実施後の竹林の利

活用方法等 

 

※ 添付書類 
・ 団体の規約または会則 
・ 会員名簿 
・ 現況写真 
・ 活動場所の分かる図面 
・ 土地所有者の同意書（申請者が所有の場合、関係の分かる書類） 
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様式第 1号 別添 2 

会員名簿 

 

１．代表者 

役職名 氏名 住所 備考 

    

 

２．役 員 

役職名 氏名 住所（町名まで） 備考 

    

    

    

 

３．構成員 

（１）団体 

氏名 住所 団体名 

   

   

   

※氏名欄は代表者を記載する。 

 

（２）個人 

役職 氏名 住所（町名まで） 備考 
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様式第 1号 別添3 
○○活動団体規約 

 
令和○年○月○日制定 

 
第１章 総則 
 
（名称） 
第１条 この活動団体は、○○活動団体（以下「活動団体」という。）という。 
 
（事務所） 
第２条 活動団体は、主たる事務所を○○に置く。 
 
（目的） 
第３条 活動団体は、第４条の構成員による地域共同による放置竹林有効利用推進の発揮のため

の活動を通じ、地域の活性化を図ることを目的とする。 
 
第２章 構成員 
 
（構成員） 
第４条 活動団体の構成員は別紙のとおりとする。 

なお、活動団体の構成に当たっては、地域の実情を踏まえ、関係者が十分協議し、備

考欄に構成員の所属等を記載するよう努める。 
 
第３章 役員 
 
（役員の定数及び選任） 
第５条 活動団体に、代表１名、副代表○名、書記○名、会計○名、監査役○名を置くこととす

る。代表等役員は別紙のとおりとする。 
２ 代表、副代表及び監査役は総会において構成員の互選により選任するものとし、書記及び会

計は、代表が指名するものとする。 
３ 代表は、この活動団体を代表し、活動団体の業務を統括する。 
４ 副代表は、代表を補佐し、代表が欠けたときは、代表を代行する。 
５ 書記は、活動団体の活動の事務等を行う。 
６ 会計は、責任者として事業の会計を行う。 
７ 監査役は、責任者として会計の監査を行う。 
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（役員の任期） 
第６条 役員の任期は、○年とする。 
２ 補欠又は増員による任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 
 
第４章 総会 
 
（総会の開催） 
第７条 通常総会は、毎年度１回以上開催する。 
２ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 
 一 構成員現在数の３分の１以上から会議の目的たる事項を示した書面により請求があったと

き。 
 二 監査役が不正な事実を発見し、報告するために招集したとき。 
 三 その他代表が必要と認めたとき。 
３ 前項第１号の規定により請求があったときは、代表は、その請求のあった日から30日以内

に総会を招集しなければならない。 

４ 総会の招集は、少なくともその開催の７日前までに、会議の日時、場所、目的及び審議事項

を記載した書面をもって構成員に通知しなければならない。 
 
（総会の権能） 
第８条 総会はこの規約において別に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を議決する。 
 一 活動に関する活動計画の設定又は変更、収支決算、実績報告及び実施に関すること。 
 二 活動団体規約の制定及び改廃に関すること。 
 三 その他活動団体の運営に関する重要な事項。 
 
（総会の議決方法等） 
第９条 総会は、構成員現在数の過半数の出席がなければ開くことができない。ただし、出席は

委任状をもって代えることができる。 
２ 総会においては、第７条第４項によりあらかじめ通知された事項についてのみ議決すること

ができる。ただし、緊急を要する事項については、この限りでない。 
３ 総会の議事は、第10条に規定するものを除き、出席した構成員の過半数で決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 
４ 議長は、構成員として総会の議決に加わることができない。 
５ 総会により決定した事項については、決定事項を記載した書面を作成するとともに、その写

しを構成員全員に配布するものとする。 
 
（特別議決事項） 
第10条 次の各号に掲げる事項は、総会において、出席者の議決権の３分の２以上の多数によ

る議決を必要とする。 
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 一 活動団体規約の変更 
 二 活動団体の解散 
 三 構成員の除名 
 四 役員の解任 
 
第５章 事務、会計及び監査 
 
（書類及び帳簿の備付け） 
第11条 活動団体は、第２条の事務所に、次の各号に掲げる書類及び帳簿を備え付けておかな

ければならない。 
 一 活動団体規約 
 二 役員等の氏名及び住所を記載した書面 
 三 収入及び支出に関する証拠書類、帳簿及び財産管理台帳 
 四 その他代表が必要と認めた書類 
 
（書類の保存） 
第12条 活動団体は、前条各号に掲げる書類を事業終了年度の翌年度から５年間保存すること

とする。 
 
（事業及び会計年度） 
第13条 活動団体の事業及び会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。 
 
（資金） 
第14条 活動団体の資金は、次の各号に掲げるものとし、その会計に当たってはほかの会計と

区分して経理する。 
 一 放置竹林有効利用推進事業による収支 
 二 その他の収入 
 
（会費） 
第15条 前条第二号に掲げる収入として、会員から月（年）○○円の会費を徴収するものとす

る。 

 

（事務経費支弁の方法等） 
第16条 活動団体の事務に要する経費は、第14条の資金をもって充てる。 

 
（活動計画の作成） 
第17条 活動計画は、会計区分ごとに作成し、総会の議決を得てこれを定める。 
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（資金の支出） 
第18条 資金の支出者は代表とする。 

 
（資金の流用） 
第19条 資金は、定められた目的以外に使用し、又は流用してはならない。 

 

（金銭出納の明確化） 

第20条 出納の事務を行う者は、金銭の出納及び保管を厳正かつ確実に行い、日々の出納を記

録し、常に金銭の残高を明確にしなければならない。 
 
（金銭の出納） 
第21条 金銭を出納したときは、領収証を発行しなければならない。 

２ 金融機関への振込の方法により入金する場合は、入金先の要求がある場合のほか、領収証を

発行しないものとする。 

 

（領収証の徴収） 

第22条 金銭の支払については、最終受取人の領収証を徴収しなければならない。ただし、領

収証の徴収が困難な場合には、レシート等をもってこれに代えることができる。 
２ 金融機関への振込の方法により支払を行うときは、取扱金融機関の振込金受取書をもって支

払先の領収証に代えることができる。 
 
（物品の管理） 
第23条 活動団体が購入又は借り入れした器具、備品及び資材については、滅失及びき損のな

いよう、適正に管理するものとする。 

 

（決算及び監査） 

第24条 活動団体の決算については、代表が事業年度終了後、金銭出納簿、事業報告書及び財

産管理台帳を、通常総会の開催の日の○日前までに監査役に提出しなければならない。 
２ 監査役は、前項の書類を受領したときは、これを監査し、監査報告書を作成して代表に報告

するとともに、代表は監査について、毎会計年度終了後○日以内に総会の承認を受けなければ

ならない。 
 
第６章 活動団体規約の変更 
 
（規約の変更） 
第25条 この規約を変更した場合は、地域協議会長に報告をしなければならない。 
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第７章 雑則 
 
（細則） 
第26条 その他この規約に定めるもののほか、活動団体の事務の運営上必要な細則は、代表が

別に定める。 
 
 
附 則 
１ この規約は、 令和○年○月○日から施行する。 
２ 活動団体の設立初年度の役員の選任については、第５条第２項中「総会」とあるのは、「設

立総会」と読み替えるものとし、その任期については、第６条第１項の規定にかかわらず、 令

和○年○月○日までとする。 
３ 活動団体の設立初年度の活動計画の議決については、第17条中「総会」とあるのは「設立

総会」と読み替えるものとする。 
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様式第1号 別添4 

土 地 使 用 同 意 書 

令和  年  月  日 

 

土地所有者 住 所 

 

             氏 名            印 

 
 

私（当社）は、自ら所有する土地を、下記の者が使用することを 

承諾します。 

 

記 

 

１．所在地                      の土地 

 

２．使用する者 

   住所（団体の所在地、法人の場合は事務所所在地） 

 
 

   氏名（団体名と代表者名、法人の場合は名称及び代表者氏名） 

 
 
                         印 
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様式第 1号 別添5 
作業写真整理帳 

No       

組織名      
写真番号：    

  撮影年月日  
状況写真  

写真番号：    
  撮影年月日  

状況写真  

写真番号：    
  

 
撮影年月日  
状況写真  
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                       熊本県森林組合連合会 

担当 井野 道幸 

                     電話 ０９６－２８５－８６８８ 

                     FAX  ０９６－２８５－８６５１ 

                     E メール： ino@kumamori.or.jp 

https://nakase8.wixsite.com/mysite 


